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概要 
 ケニアを中⼼とする東アフリカの 2025 年の実質 GDP 成⻑率は 5.4％を記録。イラン情勢悪化前には、2026 年の

成⻑率は 5.8％に加速すると予測されていた（国連、1 ⽉）。 
 しかし、イラン情勢の緊張とホルムズ海峡の封鎖は、中東諸国からの⽯油輸⼊依存度が⾼い東アフリカに「エネルギー

ショック」をもたらし、インフレの「再加速」を通じて経済成⻑を押し下げるとみられる。 
 特に、地域の核をなすケニア、タンザニア、ウガンダ、エチオピアなどの農業国では、中東産肥料の⾼騰・逼迫が⽣産コ

ストを押し上げるとともに、農産品・⾦の輸出にも負の影響を及ぼすとみられる。 
 

1. アフリカの中の東アフリカ 
 ⽶国・イスラエルによるイランへの軍事作戦前の 1 ⽉、国連経済社会局（UNDESA）はアフリカ全体の 2026 年の経
済成⻑率は 4.2%と予測。特に、内需主導型の東アフリカ経済は、5.8％とアフリカ平均を上回る⾼い経済成⻑を予測し
ていた。これはナイジェリアを中⼼とする⻄アフリカ（同 4.4％）、南アフリカを中⼼とする南部アフリカ（同 2.0％）を上回っ
ている。 

「東アフリカ」の定義は国際機関によっても様々だが、UNDESA の定義によると、ケニア、タンザニア、ウガンダ、エチオピア
など 13 か国が含まれる（図表 1.⾚枠部分参照）。域内の⼈⼝は 5.1 億（2025 年、世界銀⾏）で、アフリカ全体の
約 1/3 を占めている。東アフリカの⾯積は広⼤なアフリ⼤陸全体の約 1/4 に留まることから、いかに東アフリカが⼈⼝密度の
⾼い地域であるかを表している。 

 
図表①: 2026 年のアフリカの実質 GDP 成⻑率予測 

 

 
（出所︓UNDESA 報告書(2026 年 1 ⽉)より SCGR 作成） 
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●アフリカ有数の農業地域 
東アフリカは、アフリカの中でも GDP に占める農業の割合が最も⾼い地域だ（26.6％）。ソマリアでは GDP の約 6 割が
農業で、エチオピアでも 35％に達する（2024 年、国連）。また、タンザニアやウガンダでは就労⼈⼝の約 65％が農業に
従事しており、農業はまさに東アフリカの経済・国⺠⽣活における根幹をなしている。 

例えば、英国植⺠地時代から栽培されている茶は、ケニアの最⼤の輸出品目（14 億ドル、2024 年、国連統計）で、
ケニアの輸出全体の約 17％を占める。欧州市場向けのバラなどの切り花⽣産（約 7 億ドル）も盛んだ。エチオピアでもコ
ーヒー⾖が最⼤の輸出品となっている（15 億ドル、輸出総額の約 35％）。 

これほど東アフリカで農業が経済の中⼼となっている背景には、①相対的に湿潤で、冷涼な⾼地も多く、気候的に安定
した地域であること。②⼤地溝帯を中⼼に活⽕⼭が多く、降灰により農業に適した⼟壌（⽐較的新しい⼤地）が広がって
いること。③コンゴ⺠主共和国（DRC）を除いて鉱物・エネルギー資源に乏しい地域のため、相対的に農業・農産品輸出
の重要度が⾼いなどの要因があるとみられる。 
 
2. 東アフリカ共同体（EAC） 

東アフリカの政治・経済の中⼼は、東アフリカ経済のハブとなるケニアと、そのケニアに接する 3 か国を合わせた 4 か国だ
（図表②参照）。ケニア、エチオピア、タンザニア、ウガンダの 4 か国で実に東アフリカの GDP 全体の約 76％を占める
（IMF、2025 年 10 ⽉） 

 
図表②: 東アフリカ主要国の概況 

国名 
⼈⼝ 

(百万⼈) 

GDP 

(億⽶ドル) 

⼀⼈当たり 

所得（⽶ドル) 

主要産業 

(GDP 構成⽐） 
特徴・ポテンシャル EAC 

ケニア 56 1,360  2,550  

⾦融・その他サービス等(33％)、

農業(24％)、運輸・通信等

(15％） 

・東アフリカのハブ 

・「シリコン・サバンナ」 

原加

盟国 タンザニア 69 870  1,301  
農業(28％)、鉱業(19％)、⾦

融・その他サービス等（19％) 
・深海天然ガス開発 

ウガンダ 50 640  1,353  
⾦融・その他サービス等(28％)、

農業(27%),鉱業(21%) 

・アルバート湖原油開発

(26 年内⽣産開始予定) 

エチオピア 132 1,090  994  
農業(36%)、建設業(21%)、

⾦融・その他サービス等(19%) 

・⼈⼝⼤国 

・市場開放・規制緩和 

非加

盟 

（出所:IMF、国連統計等を基に SCGR 作成） 
 
東アフリカを制度的に束ねているのが、2001 年にケニア、タンザニア、ウガンダの 3 か国を原加盟国として発⾜した「東アフ

リカ共同体（EAC）」だ。域内最⼤の⼈⼝⼤国のエチオピア（1 億 3,000 万⼈）は EAC に未加盟であるものの、現在
東アフリカ８か国が加盟している。EAC は域内関税を撤廃し、対外共通関税を適⽤。また、モノやヒトの移動を⾃由にす
るなど、アフリカに数ある地域共同体（RECs）の中でも最も統合度が⾼い。 

 
●域内でのインフラ整備進む 

また、東アフリカ・EAC 域内では制度⾯のみならず、域内のインフラ整備も積極的に進められている。その基幹となるの
が、インド洋に⾯するケニアのモンバサ港からケニアの⾸都ナイロビ〜内陸国のウガンダ〜ルワンダ〜ブルンジ間の鉄道・道路
の整備を通じた「北部回廊」開発だ（図表③参照）。2017 年には中国の融資により、モンバサ〜ナイロビ間を最⾼時速
120km で運⾏する標準機鉄道（SGR）が操業開始した。ケニア政府はさらにナイロビ/ナイバシャから、ウガンダ国境⽅⾯
への鉄道新線の延伸を進めており、将来的にタンザニアも含め域内での鉄道ネットワークが形成されることに期待が集まって
いる。 
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また、ケニア北部のラム港と内陸国のエチオピア、南スーダンを結ぶ「LAMSSET 回廊」もケニア側の道路整備はほぼ完
了している。こうした積極的なインフラ整備による建設需要と、物流・コネクティビティの改善が東アフリカの堅調な成⻑を⽀え
てきたと⾔える。 

 
図表③: 東アフリカ共同体（EAC）加盟国（⽔⾊）と北部回廊・LAPSSET 回廊概略図 

 
（各種情報、Craft Map を基に SCGR 作成） 

 
3.マクロ経済は安定化していたが 

先に挙げた東アフリカ主要4 か国は過去 5 年で平均して 5％以上の経済成⻑を遂げ、インフレ率低下が続いていた（図
表④参照）。インフレの減速には、2022 年に開始されたロシアによるウクライナ侵攻を受けて⼀時⾼騰した、エネルギー・⾷
料価格が落ち着いてきたことが⼤きく影響している。 

 
図表④: 東アフリカ主要国のマクロ経済指標と貿易品目・相⼿国 

 
（出所:IMF WEO October 2025, 国連貿易統計より SCGR 作成）  
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●油価低迷と⾦輸出の恩恵 

東アフリカはすべての国がエネルギーの純輸⼊国であり、ケニアやタンザニアでは物品の総輸⼊に占める⽯油輸⼊の割合
が約 2 割に達する(2024 年、国連貿易統計)。他⽅で、輸出は国際的な競争の激しい農産品（コーヒー、切り花等）に
限られていることから、慢性的な貿易⾚字（輸⼊額＞輸出額）体質にある。サービス輸出や、海外在住・労働者からの
旺盛な送⾦収⼊が対外収⽀改善に貢献してはいるものの、貿易⾚字の⼤きさから経常⾚字が続いてきた。 

そのため世界的な油価の低迷は、東アフリカ諸国の貴重な外貨の流出を防ぐ役割を果たした。加えて、安全資産である
⾦価格の歴史的⾼騰は、ウガンダ、タンザニア、エチオピアといった新興産⾦国の外貨収⼊を強化し、経常収⽀を改善させ
た。ウガンダとタンザニアでは最⼤の輸出品目が、農産品を凌いで⾦となっている（2024 年）。 

こうした⾦輸出の拡⼤が後押しした外貨準備の増加によって、特に産⾦国では市場の信⽤が回復。対ドルで⾃国通貨
⾼をもたらした（2024 年に変動相場制を導⼊したエチオピア・ブルを除く）。その結果、各国で⽯油などの必需品の輸⼊
コストがさらに下がり、インフレの減速が定着した。各国中央銀⾏は、インフレの低下を受けて、政策⾦利を利下げるなど⾦
融緩和を実施。その結果、国内の消費・投資が促進され、⾼い経済成⻑が続くサイクルに⼊っていた。これがイラン情勢緊
張前の東アフリカの姿である。 

 
4. イラン情勢によるエネルギーショック 

しかし、イラン情勢の悪化は、中東諸国と経済的結びつきが強い東アフリカ経済に暗い影を落としている。 
エネルギーの純輸⼊国である東アフリカ諸国では、⽯油製品をはじめとするエネルギーの安定調達は国家安全保障と直

結している。その⼀⽅で、東アフリカではケニアを含め、商業的に稼働している⽯油精製施設がない。東アフリカ唯⼀の製油
所だったケニア⽯油精製所(KPRL)は 2013 年に操業停⽌し、⽯油貯蔵施設に転換されている。そのため、東アフリカは⽯
油精製品の全量を海外から輸⼊している状況だ。 

 
●「東⾼⻄低」の中東依存度 

特に、東アフリカは世界最⼤の産油地域である湾岸諸国に近接し、インド洋に⾯しているといった地理的特性から、湾岸
諸国からの安価で良質な⽯油輸⼊に依存してきた（図表⑤参照）。しかし、この東アフリカ各国のエネルギーの中東依存
が、イラン情勢悪化を受けて、エネルギー安全保障上の急所に転じている。 

 
図表⑤: サブサハラの中東 5 か国（UAE、サウアラビア、クウェート、オマーン、バーレーン）からの⽯油輸⼊依存度 

 
（国連貿易統計を基に SCGR 作成、※2024 年データ⽋損の場合は直近の数値を使⽤） 
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● 各国の⽯油輸⼊の状況は 

東アフリカを国別にみると、ケニアは、⽯油を安価かつ安定的に調達する観点から、アラブ⾸⻑国連邦（UAE）のアブダ
ビ⽯油公社（ADNOC）等と⻑期の調達契約を結んでいる。ケニアの⽯油輸⼊の80％が湾岸5か国（UAE、オマーン、
ケニア、サウジアラビア、クウェート）からの輸⼊で占められている（2024 年、国連貿易統計）。 

また、エチオピアも中東からの輸⼊⽐率が 97％（2023 年）、ウガンダも 72％（2024 年）と依存度が⾼い。したがっ
て、ホルムズ海峡の事実上の封鎖による⽯油供給の減少と油価⾼騰の影響は、中東への依存度が⾼い東アフリカで最も
⼤きくなるとみられる。 

アフリカを代表する産油国であるナイジェリア、アンゴラなどは⼤⻄洋側に集中している。他⽅で、こうした産油国でも⽯油
精製施設が不⾜していることから、⽯油製品の輸出ができるアフリカの国は事実上ナイジェリア１国といった状況だ。域内で
は東アフリカ以外でも⽯油需要が⾼まり、争奪戦となっている。したがって、東アフリカ各国が中東産⽯油の⽳を埋めるに⼗
分な⽯油を、船舶の不⾜も指摘される中、⼤陸の反対側にあるナイジェリアから確保し続けられる保証はない。 

 
5. 早速広がる混乱 

各国では 2 ⽉ 28 ⽇の開戦直後から⽯油精製品の調達への不安が広がり、政府は対応に追われている。エチオピアの初
動は最も早く、3 ⽉ 11 ⽇にエチオピアのアビィ⾸相はガソリン⼩売価格⾼騰を相殺するために、燃料補助⾦の引き上げを発
表。同時に国⺠にガソリンの「節約」を求め、出張・出勤の規制を呼びかけている。 

ケニアのジョン・ムバディ財相は、3 ⽉ 30 ⽇時点でスパーガソリンは 16 ⽇分、ディーゼルは 19 ⽇分備蓄があると発表。
代替輸⼊ルートも確保していることから、6 ⽉までは燃料価格は据え置かれると説明しているが（4 ⽉ 2 ⽇付、The Star
紙）、ガソリンスタンドでは品切れが続いているとの報道もあり、混乱は広がっている。 

⽯油の 9 割以上を中東産⽯油に依存しているマダガスカルは、4 ⽉ 7 ⽇に 15 ⽇間の「エネルギー緊急事態宣⾔」を発
表した。 

 
●通貨も値下がり基調 

東アフリカの各国通貨もイラン情勢緊迫化以降、⼩幅な値下がりが続いている。開戦前の 2 ⽉ 27 ⽇の対ドルで為替レー
トを 100 とした指数を取ると、開戦前の為替レートの⽔準まで回復した国はない（図表⑥参照）。特に経済への悪影響を
市場が織り込んでいるためか、ウガンダ・シリングの値下がり幅が最も⼤きくなっている。今後、⾃国通貨安が進むと⽯油輸⼊
コストがさらに⾼まり、インフレ圧⼒となる恐れがある。そうなると、これまでインフレの減速が続いてきた東アフリカの国々で、イン
フレの「再加速」が⽣じ得る状況だ。 
 
図表⑥︓東アフリカ主要 4 か国のイラン情勢悪化後の為替レートの動き（対ドル） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所︓Bloomberg より SCGR 作成、2 ⽉ 27 ⽇のレートを 100 とした指数） 
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●⾦輸出への影響 

また、重要な外貨獲得源となっていた⾦の輸出にも影響が及んでいる。地域の⾦精錬の中⼼地であるウガンダには、国
内およびタンザニアや DRC といった周辺国で公式・非公式に採掘された⾦が集められ、99.9％以上の⾦純度を持つ 24 ⾦
などに加⼯されている。その多くが、世界的な⾦の加⼯・流通ハブである UAE のドバイに輸出されていた。 

しかし、そのイラン情勢の緊張を受けて、ドバイを含む中東向けの航空便・船舶が激減していることから、⾦輸出も制約を
受けているとみられる。また、近年上昇を続けてきた⾦の価格は、依然として年初⽐では⾼い⽔準だが、⽶・イスラエルが共
同軍事作戦を⾏った後は値下がりしている（SCGR: 「商品市況（2026 年 3 ⽉）中東紛争と供給制約の⻑期化」参
照）。 

⾦の売買⾦額が減少すれば、東アフリカ諸国の外貨収⼊は減り、経常収⽀を再び悪化させる要因となり得る。 
 

●肥料ショック、農業への影響も 
さらに、前述の通り、東アフリカは農業を中⼼とする国が多いことから、農作物の⽣育に必須となる肥料価格の⾼騰が農

業⽣産に影響を与える恐れがある。東アフリカは⽯油のみならず、肥料についても中東所得からの輸⼊の割合が⾼い。 
ケニアではサウジアラビアやカタールなど中東５か国からの肥料の輸⼊の割合が全体の 33％を占める（2024 年、国連

貿易統計）。タンザニアでは 39％に上る。肥料コストの上昇は、農産物の⽣産コスト上昇に直結することから、⾦以外の
主要輸出品が農産物である東アフリカ経済に与える影響は⼩さくない。 

また、⽣産された農産物⾃体の主要輸出先が湾岸諸国である場合、輸出⾃体ができないといった問題もある。ケニア産
の茶の主要な輸出先である UAE やサウジアラビア向けに茶葉を出荷できないといった事態もすでに報じられている（4 ⽉ 1
⽇付、ロイター通信）。 

 
6. すべてが逆風ではない 

しかし、東アフリカが全てにおいてイラン情勢の緊迫化に脆弱であるわけではない。とりわけ電⼒に関しては、アフリカの中で
も再⽣可能エネルギーの⽐率が⾼い地域だ（図表⑦参照）。ケニアは地熱、⽔⼒、風⼒発電が電源構成の 85％を占
めているため、油価⾼騰の影響が発電部門に与える影響は限定的だとみられる（2023 年、IEA）。それぞれ⻘ナイル川
と⽩ナイル川を⽔源に持つエチオピアとウガンダも⽔⼒発電が 9 割以上を占めていることから、国⺠の不満に直結しやすい電
⼒供給の逼迫は回避できる可能性が⾼い。 

 
図表⑦. 東アフリカ主要 4 カ国の発電量および電源構成(2023 年) 

 
（出所︓IEA2023 年データより SCGR 作成） 

 
 ●エネルギー輸出地域に変⾰ 

また、従来、エネルギー・鉱物資源に乏しいと認識されていた東アフリカでも、⼤型資源プロジェクトが動き始めている。ウ
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ガンダではフランス・資源⼤⼿トタル・エナジーズらがウガンダのアルバート湖で産出される原油を、総延⻑ 1,443km のパイプ
ラインを通じてタンザニアのタンガ港から輸出する⼀⼤プロジェクトを進めている（EACOP プロジェクト）。同プロジェクトは
2026 年内の⽣産開始が予定されており、これにより⽇量 20 万バレルの原油がアジア・欧州向けに輸出される⾒込みだ。
ウガンダ国内では 2029 年の完成を目指して国内初の製油所を建設する計画もあり、完成すれば⽯油輸⼊依存を⼤幅
に減らすことができる。 

また、タンザニアでも総額 420 億ドル規模の深海天然ガス開発プロジェクトの商業性を Shell や Equinor が検討してい
る。イラン情勢の悪化を受けた中東地域以外での液化天然ガス（LNG）の代替需要が⾼まる中、最終投資決定（FID）
を後押しする可能性がある。 

 
まとめ 

イラン情勢緊迫化によるホルムズ海峡の封鎖は、⻑期化するほど、中東へのエネルギー依存度が⾼い東アフリカ経済への
ネガティブな影響が強まるとみられる。特に油価⾼騰によるインフレの「再加速」は、アフリカで最も⾼い経済成⻑を続けてき
た東アフリカの成⻑を押し下げ、経常収⽀・財政収⽀を悪化させる要因となり得る。現下の状況は、現在の東アフリカ経済
が外的ショックに対してどの程度のレジリエンスを有しているかのストレスチェックとなるだろう。 

東アフリカに続いて、次回以降は南アフリカを中⼼とする南部アフリカへの影響、そして産油国のナイジェリアを中⼼とする
⻄アフリカ経済への影響を展望する。 

 


